
CSRに対する考え方

NEXCO西日本グループのCSR

安全・安心・快適な高速道路が結ぶ、人と人、地域と地域。

夢ひろがるアイデアと、心のこもったサービスで新しい出会いや喜びを生み出します。

ＮＥＸＣＯ西日本は、100 年先の未来に向け技術の革新と新たな価値の創造に挑み続けます。

スローガン

理念体系 私たちはお客さまの満足度を高め、
地域の発展に寄与し、
社会に貢献する企業グループをめざします。
当グループは、高速道路の重要な社会的インフラとしての使
命を果たし、常に全ての活動において企業の社会的責任
（CSR  ）の遂行を共通の目標とします。

高速道路に変わらぬ安全と、これまでにない感動を

地域を愛し、地域とともに生きる

たゆまぬ技術の革新で、100年先の未来へ

NEXCO西日本グループ行動憲章（総則）

３つの目指す姿

法令や社会のルールを遵守し、いかなる場合であっても、
決してこれに反する行為は行いません。
自由で活発な創造的企業活動を、公正を旨として行います。
一人ひとりがグループにおける自らの役割と権限を自覚し、
その責任を全うするため、全力を尽くします。
企業活動における情報の重要性を踏まえて、情報の入手と
活用及び適正な取り扱いを常に心がけて行動します。
5つのステークホルダー  （お客さま、社会、投資家及び国民
の皆さま、社員、グループ）の信頼に応えます。
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グループ
理念

グループビジョン

グループ行動憲章

自　立

「グループ理念」を具体的に表現したスローガン

「グループ理念」を具現化するための中期経営計画2015（2011-2015）

グループ社員一人ひとりが実践すべき行動の指針

グループビジョンにおける「自立」と「成長」

グループが保有する技術・ノウハウを結集し、いかなる外部環
境の変化にも対応することで、自ら積極的に地域社会と連携し
てより良い社会、より快適で安全な高速道路の実現に向けた
取組みを実践します。

グループ全体で集積した技術、知識及び経験を活用して、新た
な価値の創造に挑戦することにより、どのような外部環境の変
化でも成長につなげていく企業グループへと進化し、お客さま
に満足を提供します。

“We create new value” Team西日本
当グループは一体となって、これまで培ってきた技術的な資産や経
験を統括し、高速道路の価値の最大化と事業システムの高度化を実
現します。

価値の最大化 事業システムの高度化

グループ戦略

国民資産である高速道路のネット
ワークバリューを増大させるため
に、高速道路を幅広く活用して、付
加価値を創造します。

更には、グループ全体が保有するス
キル・ノウハウを高め、お客さまの
満足度を最大限に向上させます。

徹底した業務の効率化のもと、企画
から実施までグループ内で実証す
ることで、技術品質及びお客さまの
満足度を向上させます。

グループ全体の各事業において連
携強化を図り、常に業務の点検・改
善を繰り返すことにより、事業シス
テムの高度化を図り、道路事業の
トップランナーとしての役割を果た
します。

成　長
高速道路の建設・管理を着実に行い、ハード・ソフト面の資産
価値を向上させることにより、成長の源泉となる事業基盤を確
立します。

高速道路を中心とした経営資産に当グループ独自の価値を付
加することにより、長期的・持続的に成長する新たな高速道路
へと変革します。

グループビジョン ～『自立』と『成長』～

※1 訓練して技能を身につけること
※2 専門的な技術や技術競争力の基となる情報・経験

●安全・安心の追求
●お客さまの満足度の充実

●スキルアップ※1

●ノウハウ※2の蓄積

●集積と活用
●新しい価値の創造

●道路資産の価値向上
●新たなビジネスの展開

●新技術、新工法
●あらゆるニーズに
対応できる技術

『自立』 『成長』

質的向上

高速道路

情  報

人  材 技  術

サービス 資  産

　私たちはグループ理念で、CSRの遂行を共通の目標とすること

を宣言しています。人と地域、地域と社会を“つなぐ”ことで産業・

経済の発展と国民の生活向上に貢献し、高速道路の重要な社会

的インフラとしての使命を果たすこと、さらにはグループのノウハ

ウや資源を活かして社会の課題解決に取り組み、社会を持続的発

　2011年、中期経営計画2015（2011-2015）の策定を機に、
私たちはこの考え方を発展させ一丸となってこの使命を果たす
べく、グループ理念を具体的に表しそのシンボルとなるスローガン
「みち、ひと・・・未来へ。」を制定しました。この新しいスロー
ガンのもと、CSR活動方針に基づく双方向コミュニケーション
と改善活動を推進し、すべてのステークホルダーへの約束を
果たすことで、皆さまに信頼される企業を目指します。

展へとつなぐ媒体となること、これが国民の皆さまから高速道路

を預かる企業としての私たちの存在意義であり責任と考えます。

　グループ理念を表すスローガンと経営ビジョンを具体化し

た中期経営計画2015の実現に向けて、社員一人ひとりが行動

憲章を共有しグループ一体となってCSRを実践していきます。

　NEXCO西日本グループは、2011年度から2015年度までの5カ
年を対象とした中期経営計画2015を策定しました。これは、い
かなる厳しい環境・情勢下においても、社会に対してさらに大
きく貢献する企業集団へと進化するため、グループ全体の取り
組みの方向性を示したものです。
　近年、当社グループを取り巻く経営環境は、環境・エネルギー意
識の高まり、多発する異常気象、高速道路の老朽化、少子高齢化、

顧客ニーズの多様化など激しく変化しており、これらの社会的な
課題に対する取り組みがいっそう求められています。したがって、
本中期経営計画は、グループ理念にあるCSRの遂行をいかに事業
に統合し実効性のあるものにするかを示したものと言えます。
　高速道路という資産を最大限利用し、社会とのつながりを
深め、信頼関係を築き、新たな価値を創っていくことが、長期
的・持続的に成長していくことにつながると確信しています。

　グループで目的と将来展望を共有し、成長することを目指し、
私たち一人ひとりが高い理念と規範に基づき行動することが
基本であるとの認識のもと、グループの役員および社員がさま

ざまな局面で実践すべき指針として、2007年10月に「NEXCO
西日本グループ行動憲章」を制定しました。
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グループ
社員 お取引先

より広い社会へ、未来への働きかけ

経営を支える基本姿勢
コンプライアンス  ／リスクマネジメント  ／情報セキュリティ

ステークホルダーの期待を事
業活動のプロセスに組み込
み、本業で企業としての責任を
果たします。

経営の透明性を確保し説明責
任を果たすとともに、ステーク
ホルダーとの対話と交流を促
進します。

お客さま

社会の持続的な発展

NEXCO西日本
グループの成長
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社　会

投資家・国民の皆さま

グループ社員

お取引先

● 時間、安全、信頼、出会い、
安らぎ等の新たな価値を
提案し提供します

● 互いを尊重し、透明で公正
な関係を構築します

● 相互に協力してお客さまの
満足度を高め、地域の発展に
寄与し、社会に貢献します

● 共生社会の一員として、地
域と積極的に連携します

● 環境を重視して自然との
共生を図ります

● 高速道路のネットワークバ
リューを創造し増大させ
ます

● 幅広い外部との交流により
高速道路の未来の可能性
を追求します

● 自己と会社の持つ潜在能
力やモチベーションを発
揮する機会を提供します

● 高速道路の設計から保守
に至る一貫した総合技術グ
ループになります

対話の手段
● 自治体との包括協力協定
● 事業説明会（地域向け）
● 現場見学会
● 出張授業　など

対話の手段
● キャリア相談窓口
● 経営懇談会
● 研修　など

対話の手段
● エリア・パートナーズ倶楽部
　など

対話の手段
● 事業説明会（投資家向け）
● 個別投資家訪問
● 事業評価監視委員会　など

対話の手段
● お客さまセンター
● ハイウェイポスト
　（ご意見投書箱）
● CSオピニオンリーダー会議
など

これまで培ったノウハウや資
源を活かして、社会が抱える
課題解決に取り組み、事業の
創造と、社会の持続的発展に
貢献します。

社　会

ステークホルダーを起点としたCSRマネジメント 5つのステークホルダーへの
約束（2011～2015）

① ② ③ステークホルダー
との対話を促進

期待を事業活動に
組み込み

社会の持続的発展
に貢献

投資家・国民の
皆さま

お客さま

ドライバー、
バス事業者、
トラック事業者 など

道路周辺の地域住民、
地方自治体、産業界、
学術界、国際社会 など

金融機関、株主（国土
交通大臣、財務大臣）、
国民 など

約12,600人
建設会社、
SA・PAテナント会社、
事業創造パートナー など

NEXCO西日本グループのCSR

グループ会社
CSR推進リーダー

CSR推進者

支店など出先機関

CSR推進リーダー

CSR推進体制

取締役会

CSR部会

経営会議

CSR推進リーダー

CSR推進者

CSR委員会

本 社

環境部会

支社
CSR推進リーダー

CSR推進者

事務所

CSR推進リーダー

　NEXCO西日本グループでは、2008年9月に、すべての部門

長が参加する CSR推進会議を本社に設け、グループ全体で

CSRの取り組みを推進していく体制を整えました。2010年度に

は、CSR推進会議に代えて、経営トップをメンバーとするCSR委

員会を設置。その下にCSR部会と環境部会を設け、社会・環境

の両側面から課題対応を推進できるよう体制を強化しました。

　また、各組織に CSR推進リーダー、CSR推進者を配置する

ことで、推進に向けた組織内の役割を明確にし、組織間の連

携を強化しています。

　私たちはCSR を推進・発展させていくためには、ステークホルダー

（お客さま、投資家・国民の皆さま、社会、グループ社員、お取引先）と

の対話が重要だと考えています。「情報を提供する」というような

一方通行の流れではなく、「考え方を共有する」という行動様式へと

転換し、双方向のコミュニケーションを促進する体制をグループ全

体で強化することによって、より強固な信頼関係づくりを目指します。

グループ全体で連携を強化して推進

　NEXCO西日本グループが、ステークホルダーから信頼さ

れる存在であるためには、ステークホルダーが持つNEXCO

西日本グループに対する期待を絶えず的確に把握し、それら

に応えていく必要があると考えています。そこで、私たちは、ス

テークホルダーとのコミュニケーションを大切にし、そこから

得られたステークホルダーの声を経営に組み込み、事業活動

に反映させていくことを活動の方針としています。

　このようにステークホルダーからの期待に応えていくことが、

社会の持続的な発展につながり、ひいてはNEXCO西日本グルー

プの企業価値、社員のモチベーション向上にもつながり、成長

が実現できるというよい循環を生み出すものと考えています。

ステークホルダーの期待を的確に把握し、経営に反映

　活動の推進やコミュニケーションの実践においては、CSR

活動に関する社外規範を積極的に活用しています。具体的に

は、GRIが発行するグローバル・レポーティング・ガイドライン

（第3.1版）、組織の社会的責任についての国際標準規格であ

るISO26000  、持続可能な成長を実現するための企業の自

発的な取り組みである国連グローバル・コンパクトの10原則

などを活用しながら、CSR活動とその改善について、積極的

な開示と対話を推進していきます。

社外規範を積極的に活用

CSRマネジメントと活動方針

　NEXCO西日本は、グローバル社会における一企業市民
として社会的責任を積極的に果たすため、2009年12月に国
連グローバル・コンパクトに賛同し、署名しました。以降、国連
グローバル・コンパクトの活動に参加し、国際社会の持続的な
発展へ貢献するため、10原則の実践に取り組んでいます。
　参加企業には、この10原則の実行状況をステークホル
ダーに報告することが求められており、当社グループでは本
レポートにより、報告をしています。

国際グローバル・コンパクトの10原則

企業は、国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重し、原則1
人権

労働
基準

環境

腐敗
防止

原則2

原則3

原則4

原則5

原則6

原則7

原則8

原則9

原則10

自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである。

企業は、組合結成の自由と団体交渉の権利の
実効的な承認を支持し、

あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持し、

児童労働の実効的な廃止を支持し、

雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである。

企業は、環境上の課題に対する
予防原則的アプローチを支持し、

環境に関するより大きな責任を率先して引き受け、

環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである。

企業は、強要と贈収賄を含む
あらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである。

CSR活動方針

GRIガイドライン ISO26000 国連GC
非営利団体が発行する
サステナビリティ報告の
国際的ガイドライン

企業を含むあらゆる種類
の組織の社会的責任に

関する包括的
ガイダンス

社会の良き一員として
行動するための原則と
して、国連が企業に提唱
しているイニシアチブ

地球環境の保全 社会貢献
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